
　　　　　　　主　　　文

特許庁が昭和五一年審判第一〇六七五事件について昭和五七年一月二二日にした審
決を取消す。
訴訟費用は被告の負担とする。
この判決に対する上告のための附加期間を九〇日と定める。

　　　　　　　事　　　実

第一　当事者の求めた裁判
一　原告
　主文第一項、第二項同旨の判決
二　被告
１　原告の請求を棄却する。
２　訴訟費用は原告の負担とする。
との判決
第二　請求の原因
一　特許庁における手続の経緯
　原告は、別紙（一）記載のとおり「スキンライフ」なる片仮名六文字を縦書きに
してなり、旧商標法（大正一〇年法律第九九号をいう。以下同じ。）第五条、旧商
標法施行規則（大正一〇年農商務省令第三六号をいう。以下同じ。）第一五条の規
定による商品類別における第三類（以下「旧第三類」という。）「香料及他類ニ属
セサル化粧品」を指定商品とする商標登録第二四三〇〇六号商標（昭和七年九月一
六日登録出願、同年一二月二二日出願公告・昭和七年第九四一八号、昭和八年五月
六日設定登録。以下「本件商標」という。）の商標権者である（なお、その後、本
件商標について昭和二七年一〇月一五日、昭和四八年一二月二五日及び昭和五八年
七月二五日の三回にわたつて商標権の存続期間の更新登録がなされた。）ところ、
被告は、昭和五一年九月二八日、原告を被請求人として、本件商標につき不使用を
理由とする商標登録取消の審判を請求し（同年一〇月二五日審判請求の登録）、昭
和五一年審判第一〇六七五号事件として審理された結果、昭和五七年一月二二日
「本件商標の商標登録を取消す。」旨の審決があり、その謄本は同年三月一〇日原
告に送達された。
二　審決の理由の要点
１　本件商標の構成及び指定商品並びにその登録出願及び設定登録の日は、前項記
載のとおりである。
２　請求人（被告）は、昭和五〇年九月五日、「Ｓｋｉｎ　Ｌｉｆｅ」の文字より
なる商標を使用するために、商標法（昭和三四年法律第一二七号）第六条第一項、
商標法施行令（昭和三五年政令第一九号）第一条の規定による商品区分における第
四類「化粧品」を指定商品として商標登録出願をした（昭和五〇年商標登録願第一
一一二二四号）ところ、本件商標をいわゆる引用商標とする拒絶理由の通知を受
け、現に審査に係属中であるから、本件審判請求について利害関係を有するものと
認められる。
３　そこで、本案について審理する。
（一）　本件商標が商品「化粧品」について使用されていることを証するものとし
て被請求人（原告）の提出した各証拠を検討するに、これらの証拠は、いずれも、
商品「石鹸」に関する宣伝用リーフレツト（本件訴訟における乙第二号証）、商品
「石鹸」について放映されたテレビコマーシヤルの関係資料、又は洗顔石鹸につい
ての製造許可申請書であつて、商品「化粧品」に関するものではないか、あるい
は、使用者、使用時期の不明確なものであつて、本件商標が「化粧品」について被
請求人（原告）によつて使用されていたことの証左たりえないものであり、他にこ
れを証明するに足るものがない。
　なお、被請求人（原告）は、東洋経済新報社発行「商品大辞典」及び薬事法に基
づく分類を採用し、前記各証拠に示される「石鹸」は、「化粧品」に属するもので
あると主張するが、本件商標の指定商品旧第三類「香料及他類ニ属セサル化粧品」
は、旧商標法、旧商標法施行規則に定める商品類別に従うものであり、これによれ
ば、「化粧品」は旧第三類に、「石鹸」は旧第四類に属していることが明らかであ
るから、本件商標が「石鹸」について使用されていることが認められる以上、右
「商品大辞典」及び薬事法に基づく分類を根拠に本件商標がその指定商品である旧



第三類に属する「化粧品」について使用されていたということにはならない。した
がつて、被請求人（原告）の右主張は採用できない。
（二）　次に、被請求人（原告）は、仮に本件商標が使用されていないとしても、
それには正当な理由があると主張するので、この点について判断する。
　被請求人（原告）は、企業が新製品を企画し、製造、販売するには長期にわたる
相当の準備が必要であり、一通の許可申請で足りるというものではなく、厚生大臣
に対するクリーム乳液類についての化粧品製造品目追加許可申請はこのような準備
を経てなされたものであるから、不使用について正当な理由があるとする。なるほ
ど、商品によつては、その製造、販売をするに当たり行政官庁の許認可を必要と
し、それに要するある程度の準備期間が必要であることはこれを否定するものでは
ないが、その手続の一環である右許可申請がなされたのは本件審判請求の登録の直
前である昭和五一年九月三〇日であり、大阪府立公衆衛生研究所長に対する指導依
頼がなされたのも同時期であつて、本件商標の商標権設定登録（昭和八年五月六
日）以来四〇数年を経過しているにもかかわらず、右手続が本件審判請求の登録の
直前にならざるをえなかつたことについての事情の具体的な説明もないし、納得し
うる資料の提出もない。
　したがつて、商品「化粧品」についての本件商標の不使用について正当な理由が
あるとする被請求人（原告）の主張は、採用することができない。
４　してみれば、本件商標は、日本国内において継続して三年以上その指定商品に
ついて使用されていなかつたものと認めざるをえないものであり、かつ、その不使
用につき正当な理由があるものとは認められない。
　よつて、本件商標の商標登録は、商標法第五〇条の規定によりこれを取消すべき
ものである。
三　審判を取消すべき事由
　審判は、次の１のとおり、被告は本件審判請求の利益を有しないのに、これを有
するとし、また、２のとおり、原告が本件審判請求の登録前から本件商標を使用し
てきた商品スキンライフ「クリーム状」（乙第二号証ないし第四号証のもの。以下
「本件商品」という。）は「化粧品」に該当するのに、「化粧品」ではないとし、
更に、３のとおり、原告は、「化粧品」であること明らかなクリーム乳液類につい
て本件審判請求の登録前から本件商標を使用してきたものであり、仮に、使用して
きたとはいえないとしても、その不使用につき正当な理由があるのに、クリーム乳
液類について本件商標を使用していないことを前提に、その不使用につき正当な理
由がないとした点において、認定、判断の誤りがあるから、違法として取消しを免
れない。
　なお、本件商標は、別紙（二）記載の「スキンＳｋｉｎ　ライフｌｉｆｅ」なる
商標と相互に連合商標となつているから、本件商標又は右（二）の商標のいずれか
を「化粧品」について使用している事実が認められれば、審決を取消すべきことと
なる。
１　本件審判請求の利益
　被告は本件審判請求の利益を有しないのに、審決は、これを有すると誤認した。
（一）　現行商標法は、不使用を理由とする商標登録の取消の審判（以下「不使用
取消審判」という。）を請求しうる者について、請求人適格を制限する明確な規定
をおいていないが、何人も請求しうる場合はその旨を明記している（第一七条、第
五一条、第五三条）のであるから、民衆訴訟的性格を有するとみられるこれらの規
定の場合と異なり、「利益なければ訴権なし」という民事訴訟法上の原則は、不使
用取消審判にも当然適用があるといわなければならない。したがつて、請求人の方
で、請求の利益のあることを積極的に立証しなければ、不使用取消審判の実体の審
理に入れないということになる。
　そして、具体的にその訴権ありといえるためには、請求人が、指定商品について
現実に営業を行つているとか、又はそのための準備行為に入つていて、自己の商標
を使用しようとする状況にあることを要すると解すべきである。なぜなら、使用を
前提としない商標、すなわち、想像上の商品に使用するかもしれないという、使用
との結びつきの稀薄な商標は、全く意味をなさず、単なるマークであつて、商標と
して登録されえないものであることはいうまでもなく（使用と離れた商標などとい
うものは、自己矛盾であり、登録主義、使用主義以前の商標の本質に淵源する事柄
である。）、当該商標の登録出願ないしはこれに基づく不使用取消審判の請求は、
単に妨害的な意図に基づく権利濫用行為であるといわざるをえないからである。
（二）　審判は、このことを考慮に入れることなく、被告が、昭和五〇年九月五



日、「Ｓｋｉｎ　Ｌｉｆｅ」の文字よりなる商標（以下「被告出願商標」とい
う。）につき、第四類「化粧品」を指定商品として商標登録出願をし、本件商標を
いわゆる引用商標とする拒絶理由の通知を受け、現に審査に係属中であること（以
上の事実関係は認める。）のみをもつて、単純に、本件審判請求について利益あり
とした。
　しかし、右のような状況を作り出すのは誰にでも容易になしうるところであつ
て、これだけでは請求の利益があるかどうかの判断は不可能なはずである（それだ
けで不使用取消審判の請求の利益ありというのであれば、請求の利益ないし利害関
係の存在という要件は、あれどもないに等しいことになつてしまう。）。被告は、
我が国において被告出願商標を現実に使用した実績（事実）もなければ、近く使用
しようとしている客観的に認識できる具体的徴候も見出しえないのである。
　かえつて、被告は、我が国における子会社ヘレナルビンスタイン株式会社を他に
売却したという新聞報道（甲第一六号証の一、二）もあるくらいであるから、被告
がなお我が国における化粧品の分野の業務を営業目的のうちに含めているかどうか
疑問という外はなく、右報道によれば、被告は既に我が国における化粧品の分野か
ら撤退しているということができる。
　このように、被告が我が国において化粧品に関する業務を行つているかどうかに
ついては、消極に解すべき資料はあつても、積極に解すべき資料は全くない。した
がつて、被告出願商標が、使用を前提としない商標として、我が国において登録さ
れえないものである以上、被告が本件審判請求の利益を有しないことは、理の当然
である。
　なお、審判請求の利益の存否は、審決の当否を判断する事実審の口頭弁論終結の
時点において判断すべきである（最高裁昭和五四年（行ツ）第一五二号事件昭和五
五年一〇月二八日判決参照）。
（三）　被告のこの点についての主張中、本件審判請求の直前、被告から原告に対
し、本件商標の商標権を譲受けたい旨の申込みがあつたことは認めるが、被告が世
界的に有名な化粧品製造販売業者であるかどうか、本件審判請求の時点において被
告主張の事業計画を有していたかどうかは知らない。
　被告は、右本件商標の商標権譲受けの申込みの事実をも、本件審判請求の利益を
有することの根拠として主張し、審決もそのように判断しているかのようである
が、右譲受けの申込みの如きは、しようと思えば誰にでもできることであつて、問
題は、「だからどうだ」というそれから先の点にあるはずであり、この肝腎の点が
全く説明されていない。
２　本件商品の「化粧品」の該当性
　原告が、本件審判請求の登録（昭和五一年一〇月二五日）のはるか以前の昭和四
〇年一一月一六日付で厚生大臣に対する医薬部外品製造品目追加許可申請をし、昭
和四一年二月一〇日付で右許可を得て製造、販売を開始して以来本件商標を使用し
ている本件商品は、その指定商品である「化粧品」、すなわち、旧第三類「香料及
他類ニ属セサル化粧品」のうち「他類ニ属セサル化粧品」（現行商標法の下では第
四類中の「化粧品」に相当する。）に該当するものであるのに、審決は、次の
（一）ないし（三）の三点において認定、判断を誤つた結果、「化粧品」ではない
との誤つた結論を導いた。
（一）　審決は、本件商品が「化粧品」に該当するかという論点に正確に対応する
判断を示していない。
　論理的にいつて、本件審判請求は、本件商標が使用されている本件商品が「化粧
品」に該当するかどうかによつて結論が左右されるのであつて、本件商品が「石
鹸」であるかどうかの論点とは直接関係がないのに、審決は、この当然の法理の適
用を誤り、単に、本件商品は「石鹸」であるとの理由だけで、「化粧品」ではない
と判断した。
（二）　審決は、「石鹸」であるか「化粧品」であるかは、単にその形式で判断す
べきではなく、その実質により判断すべきであるという点を看過している。
　「石鹸」であるか「化粧品」であるかは、単に、その形式（「石鹸」、「Ｆａｃ
ｉａｌ　Ｓｏａｐ」、「洗顔石鹸スキンライフ」という表示）から判断すべきでは
なく、その実質により判断すべきであるが、その際に考慮すべきは、社会常識、社
会通念であり、具体的には、（１）判断者として取引者及び需要者を基準とし、
（２）取消訴訟の事実審の口頭弁論終結時を判断の基準とし、（３）判断の内容と
してその現実の成分、効用、機能を基準として、判断すべきであつて、これらの基
準からすれば、本件商品は、実質的に「化粧品」に該当するものである。



（１）　取引者及び需要者の判断を示すものは、以下のとおりである。
（イ）　原告が本件商品の販売を開始した昭和四一年当時、これに先行する同系統
の商品としてはわずかに鐘紡株式会社のサワークリームが知られていた程度であ
り、この種商品は旧商標法施行当時に全く知られていなかつた（甲第一七号証の一
ないし五・昭和五八年刊行「日本香粧品科学会誌」第七巻第一号にも、「近時、ク
リーム状で洗顔クリーム、洗顔フオーム、クレンジングフオームなどの名称で市販
されている新しいタイプの洗顔料が開発され洗顔習慣の中に新しい位置付けがなさ
れている。」と記載され、旧来の石鹸とは異なる商品であるとの認識が示されてい
る。）が、原告が、皮膚を清浄にするだけでなく、仕上げ化粧のための下地を整え
る化粧品として本件商品を完成し、販売したところ、高い評価を受け、数年後には
国内市場の大半のシエアを占めるに至り、同種商品の相次ぐ追随販売を招くに至つ
た（甲第八号証の一ないし五）。こうして、本件商品は、開発された当初より、石
鹸の優れた洗浄力とクレンジングクリームの皮膚保護機能とを兼ね備えた洗顔料た
る化粧品として認識され、位置づけられてきたのであるが、このことは、既に化粧
品業界における常識として定着している（甲第一二号証の一ないし五、第一三号証
の一ないし九）。
（ロ）　業界における権威者ないし専門家の検討の結果が記されている「商品大辞
典」は、化粧品を、大きく、皮膚に使用する化粧品、毛髪に使用する化粧品、口中
に使用する化粧品、芳香品の四つに分類し、そのうち一番目の皮膚に使用する化粧
品を、更に、洗浄料、化粧水、クリーム類、おしろい類、紅類、補助化粧品の六つ
の小分類に分けているところ、本件商品は、クリーム状洗滌料であつて、洗浄だけ
の観点からみれば石鹸の性質を有することは否定できないが、それだけではなく、
ニキビの防止、皮膚の殺菌消毒にも用いられるのであるから、化粧品であることも
否定することはできず、右分類の「皮膚に使用する化粧品」のうちの「洗浄料」に
該当するものである。
　薬事行政上の扱いという観点からみるに、薬事法第二条第三項本文は、「この法
律で「化粧品」とは、人の身体を清潔にし、美化し、魅力を増し、容貌を変え、又
は皮膚若しくは毛髪をすこやかに保つために、身体に塗擦、散布その他これらに類
似する方法で使用されることが目的とされている物で、人体に対する作用が緩和な
ものをいう。」と規定し、「薬事法の施行について」と題する厚生省薬務局長通知
（昭和三六年二月八日薬発第四四号）は、「化粧品の効能の範囲」を別表第一とし
て掲げ、その中で、ニキビを防ぎ、皮膚を清浄にする洗顔クリームなどの洗顔料類
を化粧品とする旨の扱いを明確にしている。もつとも、本件商品の外箱には、「医
薬部外品」との表示があるが、化粧品のうち、昭和三六年二月一日厚生省告示第一
四号「薬事法第二条第二項の規定に基づき医薬部外品を指定する件」において、
「法第二条第三項に規定する使用目的のほかに、にきび………の防止又は皮膚……
…の殺菌消毒に使用されることもあわせて目的とされている物」であつて、「人体
に対する作用が緩和なもの」を「医薬部外品」として指定することとされているの
である。
　したがつて、薬事行政上も、本件商品は「化粧品」としての扱いを受け、更に
「医薬部外品」としての規制の対象となつているのである。
（ハ）　本件商品の市場における位置づけについていえば、その流通ルートは、メ
ーカーから卸店（代理店又は販売会社）を通つて小売店（デパート、スーパー、一
般小売店等）に流れるというものであつて、化粧品の流通ルートと何ら変わるとこ
ろがなく、また、末端小売店において、本件商品は化粧品とほぼ共通の棚の上に陳
列されており、別扱いはされていない。
　そして、化粧品は、これを科学的に分類すると、基礎化粧品、仕上化粧品、頭髪
用化粧品、石鹸・シヤンプー、歯磨と口腔衛生品の五つに分類するのが例である
（甲第六号証の一ないし四・化粧品科学研究会編「最新化粧品科学」）が、本件商
品は右のうち基礎化粧品に分類されるものであり、原告は、本件商品の販売活動に
おいて、石鹸の一部としてではなく、化粧品に属する商品として宣伝をしている
（甲第一四号証）。
（ニ）　本件商品のようなクリーム状洗滌料は、同業他社も基礎化粧品として扱つ
ているものであり、これが取引者、需要者にとつて共通の認識である。
　すなわち、市販されている同業他社のクリーム状洗滌料（甲第八号証の一ないし
五五）も、すべて、基礎化粧品、スキンケア化粧品、フエイシヤル化粧品として販
売されているものであり、現行の第四類中の「化粧品」に属するものである。右の
各クリーム状洗滌料は、我が国の化粧品のほとんどを網羅している株式会社週刊粧



業発行「１９８２　Ｃｏｓｍｅｔｉｃｓ　ｉｎ　Ｊａｐａｎ　日本の化粧品総覧
〔別冊〕化粧品の商品分類編」（甲第一五号証の一ないし九）によつても、化粧品
の分類に属するものとされている。なお、そのうち「医薬部外品」と表示されてい
るものは、ニキビ（英語ではａｃｎｅ）等を予防する薬用洗顔料すなわち薬用化粧
品である。
　また、その広告の例をみても、甲第九号証の一、二（鐘紡株式会社の広告）に
は、「洗顔・整肌・クリームのよりていねいなステツプへ」とあり、「やさしい泡
だちのマイルドアシツドソープで洗顔」を基礎化粧品の第一歩とすることが明らか
にされている（その他、株式会社資生堂の広告である甲第七号証、第一〇号証の
一、二、武田薬品工業株式会社の広告である甲第一一号証の一、二）。
（２）　本件商品が「化粧品」であるかどうかを判断する基準時は、取消訴訟の事
実審の口頭弁論終結時であり、その時点における業界の常識に従つて判断すべきで
ある。
　もつとも、前記のとおり、本件商品が化粧品であることについては、発売の時か
ら今日まで一貫して取引者、需要者の認識に変わりはないのであるから、過去に遡
つてみても結論は同じことになる。
（３）　本件商品の成分、効用、機能をみるに、本件商品は、その成分中に石鹸分
を含有し、したがつて、前記のとおり、その洗浄作用の効用を有する面だけを捉え
て論ずれば、「石鹸」の範疇に属するという見方もできることは否定できないが、
単に汚れを落とすという石鹸の性質、効用を超えて、同時に油成分や保湿剤を十数
％も含有しており（甲第五号証）、これらは、皮膚の保護、保湿のために化粧品に
普通に用いられるものであるから、本件商品は、化粧品としての性質、効用を有す
るため、商品全体としてはいわゆる化粧品として社会的に評価されていることは、
厳然たる事実である。すなわち、本件商品は、その商品としての効用、性質に着目
して、社会通念に従つて素直に考察すれば、明らかに化粧品として位置づけられて
しかるべきものである。それ故、原告は、本件商品・スキンライフ「クリーム状」
について、明らかに医薬部外品である化粧品としての製造品目追加許可申請をし、
右許可を得たのである（甲第四号証の一、二。もちろん、純然たる石鹸、例えば洗
濯石鹸のような石鹸については、右のような許可は必要でない。）。
　そして、右甲第五号証記載の同業他社の同種商品では、全く同一成分からなる洗
滌料でありながら、化粧品の面を強調して高値をつけているものもあれば、化粧品
の面を抑え目に表現して適切な値をつけているものもある。
（三）　審決は、「石鹸」であるからといつて直ちに「化粧品」ではないとはいえ
ない、つまり、「石鹸」であつても、「化粧品」でもあるものは存在するのであつ
て、択一関係に立つものではないという当然の事理を無視している。被告も、本件
商品が「石鹸」に該当することをもつて本件商品が旧第三類中の「化粧品」に該当
しないことの唯一の理由とするようであるが、誤りである。
　すなわち、ある商品がＡ分類に該当するから、Ｂ分類には該当しないという論理
が成立するためには、ＡとＢが択一関係にあり、両者の性格を兼ね備えることはあ
りえないことが前提となるが、「石鹸」であるか「化粧品」であるかは、このよう
な択一関係にはなく、かえつて、その複合的性格を指摘できるのであつて、要する
に、本件商品は、石鹸分を含有する化粧品なのである。旧商標法の下でも、石鹸と
化粧品とが類別を異にするからといつて、一方に該当するものは他方に該当しない
ということにならないのは当然の事理である。
二つの類のいずれにも該当する商品が出現したからといつて、その商品をいずれか
一方の類に押し込めなければならないという理由はない。
　しかも、商標法上の商品の分類は、あくまで、市場に流通する膨大な商品を迅速
かつ容易に審査するための仮の基準にすぎないことは、特許庁商標課編「『商品区
分』に基づく類似商品審査基準（改訂版）」において、その審査基準の運用につい
て、「本審査基準は全審査官の統一的基準ではあるが、具体的、個別的に商品の類
否を審査する際において、あるいは商取引、経済界等の実情の推移から、本基準で
「類似」と推定したものでも「非類似」と認められる場合、またはその逆の場合が
存することを認めざるを得ない」とされていること、また、日本工業新聞社発行
「工業所有権用語辞典」によれば、商品区分（類別）については、我が国の近代的
商標制度発足以来今日まで、明治一七年の商標条例時代には商品の種類六五種、明
治二一年の改正商標条例時代には商品類別六六類、明治三二年の商標法時代には七
三類、明治三八年には七四類、明治四二年の商標法時代には六七類、旧商標法時代
には七〇類、昭和三二年には六三類、現行商標法の下では三四類というように、た



び重なる変遷があり、市場現象とは必ずしも合致しないことが指摘されていること
から、明らかである。したがつて、商標法上の「石鹸」と「化粧品」の分類の限界
線は、その商品の実質による区別とは必ずしも一致しないのである。
　なお、被告は、不使用取消審判の制度をもつぱら法技術的な制度として捉えるよ
うであるが、制度の本質を見誤つているという外はない。不使用取消審判の制度
は、競合する同種企業間において、指定商品について使用されていない登録商標が
登録原簿上存在していて、不使用のまま、他社の営業活動を阻害するが如き状態を
除去するための制度である。しかし、原告は、指定商品「化粧品」の分野において
営業を行つているだけでなく、前記のとおり、「化粧品」である本件商品に本件商
標を使用してきたし、現在においては、後記３のとおり、本件審判請求の登録の時
点において許可申請中であつたクリーム乳液類についても昭和五一年一二月二日付
の許可を得て本件商標の使用を始め、その使用範囲を拡大しているのである。
３　クリーム乳液類についての本件商標の使用又はその不使用についての「正当な
理由」
　原告は、「化粧品」であること明らかなクリーム乳液類（ミルクローシヨン等）
について本件審判請求の登録前から本件商標を使用してきたものであり、仮に使用
してきたとはいえないとしても、その不使用につき正当な理由があるのに、審決
は、誤つて、クリーム乳液類について本件商標を使用していないことを前提に、そ
の不使用につき正当な理由がないとした。
（一）　クリーム乳液類についての本件商標の使用
　不使用取消審判を定める商標法第五〇条の「使用」の意味を決定するには、その
制度の趣旨・法的効果の点をも勘案すべきところ、不使用取消審判の制度は、登録
された商標が権利として行使されていない、いわば眠つた状態にある場合に、他の
者の営業を阻止するような商標の独占を許さず、その商標の使用を欲する他の者に
開放する点に目的がある（前記２（三）末段参照）から、取消しの理由となる「不
使用」とは、権利の上に眠る状態にあること、換言すれば、権利行使の意思が客観
的に表明されていないことをいうと解すべきであり、したがつて、右「不使用」に
該当しない、すなわち「使用」があるとは、商標権者による当該商標権行使の意思
が客観的に表明された場合をいうと解すべきである。商標法第二条第三項各号は、
右の客観的表明の類型を挙げたものと解すべきであり、少なくとも、不使用取消審
判の制度における「使用」の概念は、右各号の場合に限定すべきではない。
　本件において、原告は、本件審判請求の登録（昭和五一年一〇月二五日）前三年
以内の同年九月三〇日にクリーム乳液類について厚生大臣に対する化粧品製造品目
追加許可申請（甲第一五号証の二、三）をしているのであるから、権利行使の意思
は既に客観的に表明されているということができる。
　したがつて、同法第五〇条にいう「不使用」には該当しないというべきである。
（二）　不使用についての正当な理由
　仮に、右（一）にいう権利行使の意思の客観的表明をもつて商標法第五〇条にい
う「使用」に該当しないとの厳格な解釈をとつたとしても、同条第二項但書にいう
不使用についての「正当な理由」があると解すべきである。
（１）　右但書は、たとえ、登録商標の不使用の事実があつたとしても、それだけ
で直ちに商標登録取消しという制裁を与えるに忍びない事由が存する場合もありう
ることを承認したものと解されるから、「正当な理由」とは、当該登録商標を直ち
に厳格な意味で「使用」することが不可能な場合で、かつ、当事者の責に帰すべか
らざる事由のある場合を指すと解すべきである。
　本件において、原告は、クリーム乳液類について市場に出すため慎重な検討を加
えたうえで前記のとおり化粧品製造品目追加許可申請に踏み切つたものであるこ
と、それが、たまたま被告による本件審判請求の登録の直前であり、もちろん、こ
の段階では商品を流通におくことはできないが、許可がありしだい直ちに販売ルー
トを通じて商品を流通させることを予定していたこと（実際そのとおり実現し
た。）等の事実から、直ちに厳格な意味での「使用」が不可能であり、かつ、許可
があるまでの期間は当事者としては如何ともし難いものであると認められるから、
本件商標の不使用につき「正当な理由」があるというべきである。
（２）　なお、審決は、本件審判請求の登録前三年間以前の本件商標の不使用に言
及するところがあり、被告も、右三年間以前の不使用の事実ないし状況が不使用に
ついての「正当な理由」の存否の判断に当たつて考慮されるべきであると主張する
が、本件審判請求において、本件商標の使用の事実の証明が求められるのは、右三
年間における使用であるから、右三年間以前にどれだけ長い期間の不使用があつて



も、そのことは不問にされるのである。
　もし、右三年間以前の不使用の事実ないし状況が不使用についての「正当な理
由」の存否の判断に当たつて考慮されるべきであるとするならば、原告が、クリー
ム乳液類について、本件審判請求の登録前の昭和五一年九月三〇日に前記許可申請
をし、同年一二月二日付で許可を得たのち、市販を開始し、今日まで既に一〇年に
なろうとしている事実も十分に考慮されるべきである。
第三　被告の答弁
一　請求の原因一及び二の各事実は認める。
二　請求の原因三の審決を取消すべき事由についての主張は争う。
　審決には、原告主張の認定、判断の誤りはなく、これを取消すべき違法は存しな
い。
１　本件審判請求の利益
　被告は、本件審判請求時はもちろん、現在においても、本件審判請求の利益を有
するものである。
（一）　被告は、昭和五〇年九月五日、被告出願商標につき、第四類「化粧品」を
指定商品として商標登録出願をし、本件商標をいわゆる引用商標とする拒絶理由の
通知を受け、現に審査に係属中であり（この事実関係は原告も認めるところであ
る。）、審決は、この事実関係を理由に本件審判請求の利益を認めたものであつ
て、正当である。
　不使用取消審判の請求人が対象となつた登録商標と同一又は類似の商標を出願し
ている場合、右請求人が当該不使用取消審判の請求の利益を有することは、確立し
た審決例の肯定するところである（乙第一号証）。
　更に、被告は、世界的に有名な化粧品製造販売業者であり、本件審判請求の直
前、現に被告から原告に対し、本件商標の商標権を譲受けたい旨の申込みをしたの
であるから、本件審判請求時において被告が被告出願商標を使用（使用許諾を含
む。）して化粧品の製造、販売を行う事業計画を有していたことは明らかである。
　よつて、被告は、本件審判請求について利益を有するものである。
（二）　そして、被告は、現在、被告出願商標に関するすべての権利、権限、利益
を訴外ブレバル　インコーポレーテツドに譲渡しているが、右訴外会社は、被告出
願商標を使用しようとする積極的意思を有していて、現に特許庁長官に対する商標
登録出願人名義変更届を了しており、被告としては、右訴外会社が被告出願商標を
使用できなくなれば、右譲渡の目的を達成できず、暇疵なき権利を譲渡するという
義務を果たせなくなるから、右訴外人が被告出願商標を使用しうることについて極
めて重大な利害関係を有している。
　このように、被告は、現在においても本件審判請求の利益を有しているものであ
る。
２　本件商品の「化粧品」非該当性
　原告が本件審判請求の登録前から本件商標を本件商品に使用してきたことは認め
るが、本件商品は「化粧品」に該当しない。
（一）　本件商品について、原告は、「クリーム状洗滌料」との呼称を用いるが、
乙第二号証ないし第四号証から明らかなとおり、商品としては「石鹸」、「洗顔石
鹸」、「フエイシヤル・ソープ」と表示されているのみであることに注意すべきで
ある。
　本件の争点は、本件商品が旧第三類中の「他類ニ属セサル化粧品」に該当するか
否かという、すぐれて法技術的な問題である。そして、右商品類別は、それぞれ異
なる内包を持つ排他的な概念であつて、ある商品が「ある区分」に属すると同時に
「他の区分」にも属するというようなあいまいなものであつてはならない。現に、
右分類においては「他類ニ属セサル化粧品」と明確に規定されているとおり商品類
別の排他性が特に「化粧品」について明らかにされている。原告は、「化粧品」を
もつて「石鹸」を包含する上位概念であるかの如く述べるが、両者は全く並列の概
念である。
　一方、原告は、本件商品が「石鹸」に該当すること自体は何ら争つていない（乙
第二号証ないし第四号証に「石鹸」との説明のあることから争いえないことでもあ
る。）。
　それ故、本件商品は旧第三類中の「化粧品」に該当しない。
（二）　原告は、「石鹸」であるか「化粧品」であるかは、その実質により判断す
べきであり、その際に考慮すべきは社会常識、社会通念であると主張し、「商品大
辞典」や薬事行政上の扱いなどを採り上げる。



　しかし、これは誤りである。もともと、文献における商品分類や薬事行政におい
ては石鹸は化粧品の一部であるように取扱われている一面がある（例えば、原告主
張の「薬事法の施行について」と題する厚生省薬務局長通知によれば、薬事行政の
上では石鹸類は化粧品類の一小分類に属している。）が、旧商標法下の商品類別に
おいては、こうした上位概念（化粧品）、下位概念（石鹸）の関係としては把握せ
ずに、化粧品と石鹸とは全く別の商品として、法技術的に並列的なものとして排他
的に峻別したのである。このように峻別した分類の下では、石鹸が化粧品でもある
というような原告の主張は容れる余地がない。
　そして、このように化粧品と峻別された石鹸の中には、石鹸成分一〇〇％から成
るもののみならず、香水入りの香水石鹸も当然含まれ、また、化粧品の主要成分と
しても用いられる保湿剤も石鹸の中に含有されている。それ故、本件商品が主成分
（石鹸その他活性剤）以外の成分を含有するとしても（甲第五号証）、そのことに
よつて、本件商品が石鹸であることに何ら消長を来さない。
３　クリーム乳液類についての本件商標の不使用及びその不使用についての「正当
な理由」の不存在
　原告は、クリーム乳液類（ミルクローシヨン等）について本件審判請求の登録前
に本件商標を使用したことはなく、また、その不使用について「正当な理由」も存
しない。
（一）　クリーム乳液類についての本件商標の不使用
　商標法第五〇条第二項本文にいう「使用」の証明は、不使用取消審判の被請求人
がしなければならないが、この「使用」とは、とりもなおさず同法第二条第三項に
いう「使用」に外ならない。
　原告は、本件審判請求の登録前にクリーム乳液類について化粧品製造品目追加許
可申請をしたものであり、権利行使の意思を既に客観的に表明していたから、「不
使用」には該当しない旨主張するが、全く根拠のない独自の見解という外はない。
（二）　不使用についての「正当な理由」の不存在
　登録商標の不使用の状況が長期間経過した後にようやく行政上の許可申請がされ
たような場合、それ以前の不使用の事実ないし状況が不使用についての「正当な理
由」の存否の判断に当たつて考慮されるべきである（東京高裁昭和五五年（行ケ）
第三二九号事件昭和五六年一一月二五日判決）。
　なお、原告会社内部の研究開発等の事情（証人【Ａ】の証言によれば、クリーム
乳液類についての前記許可申請が遅れたのは、原告会社の前社長の死亡（昭和五〇
年一月二九日）から追悼会（昭和五一年三月一五日）までは、すべて現状維持で行
くという原告会社の現社長の指示に従つたため、とのことである。）は、本件商標
の不使用についての「正当な理由」となるものではない。特に、右許可申請（昭和
五一年九月三〇日）をしてから許可（同年一二月二日）があるまでわずか二か月し
か要していない事実に鑑みれば、原告が本件商標の登録後四〇年以上もこうした許
可申請を行わず、本件商標を「化粧品」に使用しなかつたことは、不使用がもつぱ
ら原告の自己都合によるものであつたことを示すものといわなければならない。
第四　証拠関係（省略）

　　　　　　　理　　　由

一　請求の原因一（特許庁における手続の経緯）及び同二（審決の理由の要点）の
各事実は、当事者間に争いがない。
二　そこで、請求の原因三の審決を取消すべき事由の存否について判断する。
１　まず、原告は、被告は本件審判請求の利益を有しないのに、審決は、これを有
すると誤認したと主張する。
（一）　現行商標法は、不使用取消審判を請求しうる者について、第五一条及び第
五三条に規定する審判請求の場合と異なり、明確な定めをしていないものの、「利
益なければ訴権なし」という民事訴訟法上の原則に準じ、不使用取消審判の請求人
は、その請求をする法律上の利益を有することを要すると解すべきであるが、不使
用取消審判の制度は、商標登録の制度の目的が、商標を商標権の対象として保護す
ることにより、当該商標の商標権者の利益を保護するとともに、当該商標の使用に
よる商品の流通秩序の確立を図り、需要者の利益をも保護することにある（第一条
参照）ことに鑑み、商標登録を受けた商標が、現実に使用されず、したがつて、商
品の流通秩序の確立に寄与するところがなく、かえつて、当該登録商標と同一又は
類似の商標の他人による使用を排斥して商品選択の分野を狭め、その営業活動を阻



害しているという、右商標登録の制度の目的に背馳する状態を除去すべく、請求に
より当該登録商標の商標登録を取消し、商標権を消滅させる制度であつて、需要者
一般の利益を保護するための制度という一面のあることも否定できないところであ
るから、不使用取消審判の請求人については、一般的、抽象的な利害関係では足ら
ないとしても、登録商標の商標登録が取消されることについて、何らかの個別的、
具体的な法律上の利害関係を有すれば、請求の利益を肯認すべきであると解するの
が相当である。
　しかして、本件において、被告（請求人）が、昭和五〇年九月五日、被告出願商
標につき、第四類「化粧品」を指定商品として商標登録出願をし、本件商標をいわ
ゆる引用商標とする拒絶理由の通知を受け、現に審査に係属中であること、本件審
判請求の直前、被告から原告に対し、本件商標の商標権を譲受けたい旨の申込みが
あつたことは当事者間に争いがなく、本件口頭弁論の全趣旨によれば、被告はアメ
リカ合衆国以外の市場にも進出する化粧品製造販売業者であることが認められるこ
とを併せ考えれば、本件審利請求時において被告が我が国において被告出願商標を
自ら使用し又はその使用許諾をして化粧品の製造、販売を行う事業計画を有してい
たことを優に推認することができ、右推認を妨げる証拠は存しない（右のように推
認することができるのであつて、右被告出願商標に関する状況を作り出し、あるい
は商標権譲受けの申込みをすることは、しようと思えば誰にでもできることである
から、それだけでは本件審判請求の利益を根拠づけるものではない旨の原告の主張
は採用しえない。）。
　したがつて、被告が、本件商標の商標登録が取消されることについて、前示個別
的、具体的な法律上の利害関係を有することは明らかである（被告出願商標が本件
商標に類似することはいうまでもない。）から、本件審判請求時、及び、本件全証
拠によるもそれ以後格別の事情の変更があつたことの認められない審決時におい
て、被告は、本件審判請求の利益を有していたというべきである。
（二）　もつとも、本件口頭弁論の全趣旨によれば、被告は、審決後、商標登録出
願により生じた権利を含む被告出願商標に関するすべての権利を訴外ブレバル　イ
ンコーポレーテツドに譲渡したことが認められるが、本件全証拠によるも格別の事
由の認められない本件においては、被告は、右権利の譲渡人として、右譲渡の目的
を達成すべく、右訴外会社が我が国において被告出願商標を使用することができる
（あるいはこれについて商標登録が受けられる）よう、本件商標の商標登録が取消
されることについて、なお、前示のような個別的、具体的な法律上の利害関係を有
しているということができるから、被告は、現在（本件訴訟の口頭弁論終結時）に
おいても、なお本件審判請求の利益を失つていないものといわなければならない。
（三）　してみれば、被告が本件審判請求の利益を有することを肯認した審決の認
定、判断は、結局正当であつて、この点に関する原告の主張は採用しえない。
２　次に、原告が本件審判請求の登録前から本件商標を本件商品に使用してきたこ
とは、当事者間に争いがないところ、原告は、本件商品は本件商標の指定商品であ
る「化粧品」、すなわち、旧第三類「香料及他類ニ属セサル化粧品」のうちの「他
類ニ属セサル化粧品」（現行商標法の下では第四類中の「化粧品」に相当する。）
に該当するものであるのに、審決は、これが「化粧品」でないとした点において、
認定、判断の誤りがある旨主張する。
（一）　右争いのない事実に、成立に争いのない甲第四号証、証人【Ａ】の証言及
び本件口頭弁論の全趣旨を総合すると、本件商品は、原告が、スキンライフ「クリ
ーム状」として、本件審判請求の登録（昭和五一年一〇月二五日）より一〇年以上
前の昭和四〇年一一月一六日付で厚生大臣に対する医薬部外品製造品目追加許可申
請をし、昭和四一年二月一〇日付で右許可を得て同年から製造、販売を開始したも
のであり、以来今日まで継続して、本件商標を使用して販売しているものであるこ
とが認められ、これに反する証拠はない。
　ところで、不使用取消審判の請求の対象となつている登録商標を現実に使用して
いる商品が、当該登録商標の指定商品に該当するか否かは、単に、その名称、表示
等の形式のみによつて判断すべきではなく、当該商品の取引者及び需要者の判断を
基準として実質的に判断すべきであり、そして、本件審判請求において、商標法第
五〇条第二項本文の規定により、被請求人たる原告が商標登録の取消しを免れるた
めに証明することを要求されるのは、本件審判請求の登録の日である昭和五一年一
〇月二五日から遡つて三年間（の一時点）において本件商標を使用している事実で
あるから、右三年間の時点における本件商品の取引者及び需要者の判断を基準とし
て実質的に判断すべきこととなる（この点について、本件訴訟の口頭弁論終結の時



点における業界の常識に従つて判断すべきであるとする原告の主張は採用しえな
い。）。
（二）　そこで、右基準に従い、本件商品が実質的に「化粧品」に該当するか否か
を検討する。
　前掲甲第四号証、成立に争いのない甲第五号証、第六号証の一ないし四、第七号
証、第八号証の一ないし五五、第九号証ないし第一一号証の各一、二、第一二号証
の一ないし五、第一三号証及び第一五号証の各一ないし九、第一七号証の一ないし
五、第一八号証の一ないし八、それぞれ、本件商品の宣伝用リーフレツト（乙第二
号証）、外箱（第三号証）、チユーブ（容器）の写真及び外箱（第四号証）である
ことに争いのない乙第二号証ないし第四号証、証人【Ａ】、同【Ｂ】の各証言及び
本件口頭弁論の全趣旨によれば、次の（１）ないし（４）の事実が認められる。
（１）　本件商品は、従来の固型の石鹸（最終商品としての石鹸）とは異なり、ポ
リチユーブに入つたクリーム状の洗顔料であつて、旧商標法施行の時代には存在し
なかつたタイプのものであり、その製造、販売開始の昭和四一年当時でも、同種の
商品はほとんどなく、先駆的なものであつたこと、本件商品は、主成分として、従
来の固型の石鹸と同様、石鹸（脂肪酸のアルカリ金属塩。原料としての石鹸）等を
含有するが、その外に油成分、保湿剤、香料・薬剤等を含有するものであつて、原
料としての石鹸の優れた洗浄力により汚れを落とし皮膚を清潔にする機能を有する
一方、過度の脱脂を防ぐための相当量（八・〇％）の油成分及び保湿剤により皮膚
保護機能を有していること、特に、油成分は、従来の固型の石鹸に入れるのは困難
で、固型の石鹸では含有してもせいぜい一％程度であつたこと、
（２）　本件商品と同じ成分を含有する（ただし、各成分ごとの含有量には差があ
る。）と認められ、同様に原料としての石鹸の優れた洗浄力と皮膚保護機能を有す
るクリーム状洗顔料は、流通市場において、化粧品、特に（仕上げ化粧品に対す
る）基礎化粧品のうちの洗浄用化粧品として扱われており、我が国において販売さ
れている化粧品のほとんどすべてを網羅してこれを分類したと標榜する株式会社週
刊粧業発行「１９８２　Ｃｏｓｍｅｔｉｃｓ　ｉｎ　Ｊａｐａｎ日本の化粧品総覧
〔別冊〕化粧品の商品分類編」（甲第一五号証の一ないし九）には、本件商品が
「スキンライフ（チユーブ入り）」として、「フエイシヤル（一般）」の中の「洗
顔（朝用）ークリーム（フオーム状を含む）」ーの項に分類されていること、
（３）　本件商品と同種の同業他社のクリーム状洗顔料は、商品の名称として、洗
顔料、洗顔クリーム、洗顔フオーム、クレンジングフオーム、ウオツシングフオー
ム、ウオツシングクリーム、クリーミイソープ、マイルドアシツドソープ、フエイ
シヤルソープ、フエイシヤルクレンザーなどと種々に表示して販売されており、
「……ソープ」という表示はあつても、「石鹸」、「洗顔石鹸」と表示されたもの
はなく、中には、商品の容器等に付された説明文中に、当該商品が基礎化粧品ある
いは薬用化粧品である旨明記されているものもあること、そして、同業他社は、こ
れらの商品を、栄養クリーム、化粧水、乳液などとともに美しい素肌を保つ化粧品
のシリーズものの一つとして広告、宣伝していること、
（４）　本件商品は、薬事法第二条第三項本文に規定する「化粧品」の定義に当て
はまるものであるが、その外に薬剤（殺菌剤）を含有することにより、ニキビの防
止、皮膚の殺菌、消毒に使用されることもあわせて目的とされているため、同法上
「医薬部外品」としての扱いを受けるものであること（同条第二項、昭和三六年二
月一日厚生省告示第一四号「薬事法第二条第二項の規定に基づき医薬部外品を指定
する件」参照。なお、前示本件商品と同種の同業他社のクリーム状洗顔料の中に
も、「医薬部外品」の表示のあるものがあるが、同様の理由による。）。
以上の事実が認められ、右認定を覆すに足る証拠はない。
　右に認定した、本件商品の先駆的性格、成分、効用、本件商品及びこれと同種の
同業他社の商品についての流通市場における認識、同業他社の認識、薬事法上の扱
いに照らし、本件審判請求の登録の日である昭和五一年一〇月二五日から遡つて三
年間の時点における本件商品の取引者及び需要者の判断を基準として実質的に判断
すると、本件商品は、「石鹸」であるが同時に「化粧品」でもある商品、ないしは
石鹸（原料としての石鹸）成分を含有する「化粧品」というべきものであり、した
がつて、旧第三類のうちの「他類ニ属セサル化粧品」（現行商標法の下では第四類
中の「化粧品」）に該当するものであるといわなければならない（ただし、前掲各
書証中の文献、刊行物は、いずれも、右三年間の時点後の昭和五二年ないし昭和五
九年に発行されたものであるが、本件全証拠によるも、右三年間の時点と右昭和五
二年ないし昭和五九年の時点の間で、取引者及び需要者の認識、扱いに格別の変化



があつたものとは認められない。）。
　もつとも、前掲甲第八号証の一六、乙第二号証ないし第四号証及び本件口頭弁論
の全趣旨によれば、本件商品の宣伝用リーフレツト、あるいは外箱、チユーブ（容
器）には、「洗顔石鹸」、「クリーム状石鹸」、「ＦＡＣＩＡＬＳＯＡＰ」などと
表示されていることが認められるが、単に、その名称、表示等の形式のみによつて
判断すべきではないこと前示のとおりであるから、本件商品について右のような表
示がなされていることは、社会通念による実質的判断に基づき本件商品は「化粧
品」に該当するとした前記認定、判断を何ら左右するものではない（したがつて、
右表示の点を取り立てていう被告の主張は採ることができない。）。
（三）　被告は、本件商品が原告も認めるように「石鹸」である以上、「化粧品」
には該当しない旨主張し、その理由として、商品類別は、それぞれ異なる内包を持
つ排他的な概念であつて、ある商品が「ある区分」に属すると同時に「他の区分」
にも属するというようなあいまいなものであつてはならず、現に、右分類において
は「他類ニ属セサル化粧品」と明確に規定されるとおり商品類別の排他性が特に
「化粧品」について明らかにされているのであつて、旧商標法下の商品類別におい
ては、上位概念（化粧品）、下位概念（石鹸）の関係としては把握せずに、化粧品
と石鹸とは全く別の商品として、法技術的に並列的なものとして排他的に峻別した
のであるから、このように峻別した分類の下では、石鹸が化粧品でもあるというよ
うな考え方は容れる余地がない旨主張する。
　しかしながら、もともと、旧商標法における商品類別ないし現行商標法における
商品区分は、市場で流通する膨大な種類の商品を、商標登録出願に際しての出願人
の便宜及び審査の便宜を図るという行政的見地から分類したものであり、もとよ
り、いずれの分類に属するか判断の極めて困難な商品も存する（現行の商標法施行
規則第三条の別表のいわゆる小分類に掲げる商品は例示であり、当然、右小分類の
いずれにも属しない商品もありうるし、例えば同別表第一類化学品中の「硫酸アン
モニウム」と第二類肥料中の「硫安」のように、実質的に同じ商品でありながら、
用途の違いにより二つの商品区分に挙げられているものもある。）のみならず、時
代の推移とともに右分類のなされた当時には存在しなかつた種類の商品が出現する
ことは見易い道理であり、右分類自体、現実の流通市場の実態に合わせるべく改定
されてきたところであること等に鑑みれば、右分類のいずれか一つに属するとは決
し難い商品が出現した場合、不使用取消審判の場で、商品は常にいずれか一つの分
類に属すべきものであつて、二つの分類に属することはありえないとするのは相当
でなく、登録商標の使用されている当該商品の実質に則して、それが真に二つの分
類に属する二面性を有する商品であれば、当該二つの分類に属する商品について登
録商標が使用されているものと扱つて差支えないというべきであり、このように解
しても、前記のような商品類別ないし商品区分の趣旨に反することにはならない。
　そして、本件商品は、前示のとおり、その実質に則して判断すると、「石鹸」で
あるが同時に「化粧品」でもある商品、ないしは石鹸（原料としての石鹸）成分を
含有する「化粧品」というべきものであり、右のような二面性を有する商品である
といえるから、被告の前記主張は採用の限りでない（旧第三類において「他類ニ属
セサル化粧品」と規定されていることも、右判断を左右するものではない。）。
（四）　以上によれば、本件商品は本件商標の指定商品である「化粧品」、すなわ
ち、旧第三類「香料及他類ニ属セサル化粧品」のうちの「他類ニ属セサル化粧品」
（現行商標法の下では第四類中の「化粧品」に相当する。）に該当するものであ
り、したがつて、原告は、本件審判請求の登録前三年以内に我が国において、指定
商品「化粧品」について本件商標を使用していたというべきである。
　してみれば、審決は、本件商品は「化粧品」に該当しないとした点において認
定、判断の誤りがあり、その結果、本件商標の不使用（による商標登録取消し）の
結論を導いたものであつて、右誤りが審決の結論に影響を及ぼすことは明らかであ
るから、審決を取消すべき事由３（クリーム乳液類についての本件商標の使用又は
その不使用についての「正当な理由」）の主張について判断するまでもなく、審決
は違法として取消しを免れない。
三　よつて、審決の違法を理由にその取消しを求める原告の本訴請求は理由がある
から、これを認容することとし、訴訟費用の負担につき行政事件訴訟法第七条、民
事訴訟法第八九条の各規定を、この判決に対する上告のための附加期間の定めにつ
き行政事件訴訟法第七条、民事訴訟法第一五八条第二項の各規定を適用して、主文
のとおり判決する。
（裁判官　秋吉稔弘　竹田稔　水野武）



別紙（一）、（二）（省略）


